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第１章 総　則 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、社会福祉法人ゆめさき会正職員就業規則第2条（定義と適用範囲）5項に基づき、

常勤嘱託職員およびパートタイム職員の労働条件、服務規律その他の就業に関することを定めるも

のである。 

２ この規則に定めないことについては、労働基準法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（定義と適用範囲） 

第 ２ 条 この規則において「常勤嘱託職員」「パートタイム職員」の定義は以下のとおりとし、この規則で

は常勤嘱託職員およびパートタイム職員を「常勤嘱託・パートタイム職員」という。 

　①「常勤嘱託職員」とは、有期労働契約（無期転換した後は無期労働契約）による職員　　であって、主

として特定分野の定型業務に従事する為、常勤嘱託職員として雇用され　　たものをいう。 

②「パートタイム職員」とは、有期労働契約（無期転換した後は無期労働契約）による職員であって通

常の正職員に比べ1日の所定労働時間または1か月あたりの勤務日数が短く、主として特定分野の

定型業務に従事する為、パートタイム職員として雇用されたものをいう。 

 

（規則の遵守） 

第 ３ 条 法人及び常勤嘱託・パートタイム職員は、この規則を守り、お互いに協力して業務に当たらなけ

ればならない。 

 

（職員の区分） 

第 ４ 条　職員の区分については正職員就業規則第4条（正職員の区分）の規定を準用する。 

 

 

第２章 採用および労働契約 

 

（採用手続） 

第 ５ 条 採用手続きについては正職員就業規則第6条（採用手続）の規定を準用する。 

 

（採用時の提出書類） 

第 ６ 条　採用時の提出書類については正職員就業規則第7条（採用時の提出書類）の規定を準用す

る。 

 

（個人番号の利用目的） 

第 ７ 条　個人番号の利用目的については正職員就業規則第8条（個人番号の利用目的）の規定を準用

する。 

 

（試用期間） 

第 ８ 条　試用期間については正職員就業規則第9条（試用期間）の規定を準用する。 

 

（労働契約の期間等） 

第 ９ 条 法人は、労働契約の締結に当たって期間の定めをする場合には、3年（満60歳以上の常勤嘱

託・パートタイム職員との契約については5年）の範囲内で、契約時に本人の希望を考慮の上各人別
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に決定し、別紙の労働条件通知書で示す。 

２ 前項の場合において、当該労働契約の期間の満了後における当該契約に係る更新の有無を別紙の

労働条件通知書で示す。 

３ 当該契約について更新する場合又はしない場合の判断の基準は、以下の事項とする。 

① 契約期間満了時の業務量により判断する。 

② 当該常勤嘱託・パートタイム職員の勤務成績、態度により判断する。 

③ 当該常勤嘱託・パートタイム職員の能力により判断する。 

④ 法人の経営状況により判断する。 

⑤ 従事している業務の進捗状況により判断する。 

 

（労働条件の明示） 

第１０条 法人は、常勤嘱託・パートタイム職員の採用に際しては、別紙の労働条件通知書及びこの規則

の写しを交付して労働条件を明示する。 

 

（人事異動） 

第１１条　人事異動については正職員就業規則第11条（人事異動）の規定を準用する。 

 

（休職） 

第１２条　常勤嘱託・パートタイム職員が、次のいずれかに該当するときは所定の期間休職とする。ただ

し、試用期間中の常勤嘱託・パートタイム職員には適用されない。 

(1) 業務外の私傷病による欠勤が通算1か月に及んでも治癒しないとき。 

　　 1年以内 

(2) 前号の他、特別の事情があって休職させることが適当と認められたとき。 

必要と認める期間 

２　休職期間中に休職事由が消滅したときは、原則として元の職務に復帰させる。ただし、元の職務に復

帰させることが困難又は不適当な場合には、他の職務に就かせることがある。 

３　休職期間中は毎月1回必ず法人が指定する方法で休職の状況（傷病で休職している場合は医師の

診断書もあわせて求める）、復帰の見込みを法人に連絡しなければならない。 

４　前項の方法は、電話連絡又は面接とし、これを拒否した場合は休職を撤回することがある。 

 

５　第１項第１号により休職し、休職期間が満了してもなお傷病が治癒せず就業が困難な場合は、休職期

間の満了をもって退職とする。 

 

６　常勤嘱託・パートタイム職員の休職期間については、第１項の規定にかかわらず、契約職員が休職を

開始したときに締結している労働契約期間の終了日までとし、その日をもって休職期間の満了日とし

退職（休職期間満了による自然退職）とする。 

 

（常勤嘱託・パートタイム職員の個人情報保護） 

第１３条　常勤嘱託・パートタイム職員の個人情報保護については正職員就業規則第14条（正職員の個

人情報保護）の規定を準用する。 
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第３章 服務規律 

 

（服務） 

第１４条 服務規律については、正職員就業規則第3章（服務規律）の規定を準用する。 

 

 

第４章 労働時間、休憩及び休日 

 

（労働時間及び休憩時間） 

第１５条 労働時間及び休憩時間について、常勤嘱託職員については、正職員就業規則第26条（労働時

間及び休憩時間）の規定を準用し、パートタイム職員については、個別の労働契約による。 

2　各週、各月の勤務時間は、事前に1か月単位で常勤嘱託職員・パートタイム職員個人ごとに作成

する勤務割表にて明示する。ただし、業務の都合により、予め定めた勤務割表を変更することが

できる。この場合、当該の常勤嘱託職員・パートタイム職員の意見を聴いた上で変更する。 

 

（休日） 

第１６条　休日について、常勤嘱託職員については、正職員就業規則第27条（休日）の規定を準用し、

パートタイム職員については、個別の労働契約による。 

 

（休日の振替） 

第１７条 前条の休日については、業務の都合上やむを得ない場合は、あらかじめ他の日と振り替えるこ

とがある。ただし、休日は4週間を通じ8日を下回らないものとする。 

２　前項の場合は、前日までに振替による休日と労働日を特定して職員に通知するものとする。 

 

（時間外、休日労働等） 

第１８条　時間外、休日労働等については、正職員就業規則第29条（時間外、休日労働等）の規定を準

用する。 

 

（出張） 

第１９条　出張については、正職員就業規則第31条（出張）の規定を準用する。 

 

 

第５章 休暇等 

 

（年次有給休暇） 

第２０条 6カ月以上継続して勤務し、法人の定める所定労働日数の８割以上出勤したときは、次表のと

おり年次有給休暇を与える。 

２　勤続年数の計算に当たって、4月1日（以下、本条において「基準日」という）において、前年の4月1日

から9月30日の間に入職の常勤嘱託・パートタイマー職員は勤続年数を1年6月とみなし、前年の10

月1日から本年3月31日の間に入職の常勤嘱託・パートタイマーは6月とみなして、上記の表を適用す

る。 

３　年次有給休暇を取得しようとするときは、所定の用紙によりその期日を指定して事前に届け出るもの

とする。 

４　常勤嘱託・パートタイム職員が指定した期日に年次有給休暇を取得すると事業の正常な運営に著し

く支障があると認められるときは、他の日に変更することがある。 
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雇入れの日から起算した継続勤務期間の区分に応ずる年次有給休暇の日数 

週所定 

労働時間 

週所定 

労働日数 

勤続年数 

初年度 第2年度 第3年度 第4年度 第5年度 第6年度 第7年度以降 

0.5年 1.5年 2.5年 3.5年 4.5年 5.5年 6.5年以上 

30時間以上 
10日 11 日 12 日 14日 16日 18日 20日 

30時間 

未満 

5日 

4日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日 

3日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日 

2日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日 

1日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日 

 

５　年次有給休暇が10日以上与えられた各常勤嘱託・パートタイム職員の有する年次有給休暇日数の

うちの5日について、当該常勤嘱託・パートタイム職員の意見を聞いたうえで、あらかじめ時季を指定

して取得させる。ただし、初年度基準日 からの1年と第2年度基準日からの1年において重複する月

数に12を加えた合計月数を12で除した数に5を乗じた日数 (端数があるときは切り上げた日数)を、

初年度基準日から第 2年度末日までの間において取得させる。 

６　前項の場合において、職員が既に年次有給休暇を取得していたときは、当該取得した日 数を5日か

ら控除し残日数を取得させる。 時季の指定後において当該指定日までに職員が 年次有給休暇を取

得したときは、法人が指定した当初の指定日と振り替えたものとして取り扱う。 

７　年次有給休暇のうち、その年度に行使しなかった日数は、翌年度に限り繰り越して使用することがで

きる。ただし、20日を限度とする。 

８　年次有給休暇の期間については、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払う。 

９　年次有給休暇を取得した職員に対して賃金の減額、その他不利益な取扱はしない。 

10　年次有給休暇は時間単位で与えることが出来る。 

 

（年次有給休暇の時間単位での付与） 

第２１条 労使協定に基づき、前条の年次有給休暇の日数のうち、1年について5日の範囲内で、次により

時間単位の年次有給休暇（以下「時間単位年休」という。）を付与する。 

（１）時間単位年休付与の対象者は、すべての常勤嘱託・パートタイム職員とする。 

（２）時間単位年休を取得する場合の、１日の年次有給休暇に相当する時間数は、以下のとおりとする。 

①所定労働時間が1時間を超え2時間以下の者・・・2時間 

②所定労働時間が2時間を超え3時間以下の者・・・3時間 

③所定労働時間が3時間を超え4時間以下の者・・・4時間 

④所定労働時間が4時間を超え5時間以下の者・・・5時間 

⑤所定労働時間が5時間を超え6時間以下の者・・・6時間 

⑥所定労働時間が6時間を超え7時間以下の者・・・7時間 

⑦所定労働時間が7時間を超え8時間以下の者・・・8時間 

（３）時間単位年休は1時間単位で付与する。 

（４）本条の時間単位年休に支払われる給与額は、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の給

与の１時間当たりの額に、取得した時間単位年休の時間数を乗じた額とする。 

（５）上記以外の事項については、前条の年次有給休暇と同様とする。 
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（産前産後の休業） 

第２２条 産前産後の休業については、正職員就業規則第34条（産前産後休業）の規定を準用する 

 

（母性健康管理の措置） 

第２３条　母性健康管理の措置については正職員就業規則第35条（母性健康管理の措置）の規定を準

用する。 

 

（育児時間及び生理休暇） 

第２４条 育児時間及び生理休暇については、正職員就業規則第36条（育児時間及び生理休暇）の規

定を準用する。 

 

（育児・介護休業、子の看護等休暇等） 

第２５条 育児・介護休業、子の看護等休暇等については正職員就業規則第37条（育児・介護休業、子

の看護等休暇等）の規定を準用する。 

 

（私傷病休暇） 

第２６条　病気休暇については正職員就業規則第3８条（私傷病休暇）の規定を準用する。 

 

（特別休暇） 

第２７条　特別休暇については正職員就業規則第39条（特別休暇）の規定を準用する。 

 

 

第６章 給与及び退職金 

 

（給与の支払い方法） 

第２8条 給与は、当月1日から当月末日までの分について、翌月25日（支払日が休日に当たる場合はそ

の前日。）に通貨で全額を本人に支払う。ただし、常勤嘱託・パートタイム職員の同意を得た場合には

職員の指定する金融機関への振り込みにより支払うことができる。 

２ 次に掲げるものは給与から控除するものとする。 

① 源泉所得税 

② 住民税 

③ 雇用保険及び社会保険の被保険者については、その保険料の被保険者の負担分 

④ その他、従業員の過半数を代表する者との書面による協定により控除することとしたもの 

 

（欠勤等の扱い） 

第２9条 欠勤、遅刻、早退、及び私用外出の時間数に対する給与は支払わないものとする。この場合の

時間数の計算は、時間単位とする。 

　　 

（休暇・休業等の給与） 

第30条 休暇・休業の給与については正職員就業規則第3８条（休暇休業等の給与）の規定を準用す

る。 

 

（俸給） 

第31条 俸給は時間給とし、嘱託職員・パートタイム職員給与表（別表１）のとおり、職務内容、成 　果、能
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力、経験等を考慮して各人別に決定する。 

 

（資格手当） 

第３2条　資格手当は、以下の資格を有する常勤嘱託・パートタイム職員に支給する。 

 

資格 時給 

社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、看護師、管理栄養士 
30円 

 

准看護師、栄養士 20円 

 

（扶養手当） 

第３3条　扶養手当は、以下の扶養親族（健康保険上）のある常勤嘱託・パートタイム職員に支給する。 

 

区分 時給 

配偶者　  100円 

配偶者以外の満22歳未満の子及び孫 30円 

配偶者のいない場合の満22歳未満の扶養親族１人に限り 60円 

満60歳以上の父母及び祖父母 

　20円 
満22歳未満の弟妹 

心身に著しい障害のある家族（重度心身障害者） 

その他の扶養親族１人につき 

 

（住居手当） 

第３4条　住居手当は、次に掲げる常勤嘱託・パートタイム職員に支給する。 

　（１）自ら住宅を借り受け、月額10,000円以上の家賃を支払っている。 

　（２）常勤嘱託・パートタイム職員が所有する住宅に居住し、かつ、世帯主である常勤嘱託・パートタイム

職員。 

２　住宅手当の額は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該各号に掲げる額とする。 

　（１）前項第1号に掲げる常勤嘱託・パートタイム職員は家賃の月額から10,000円を控除した額を、

172で除した額を時給145円の範囲内で支払う。 

  （２）前項第2号に掲げる常勤嘱託・パートタイム職員は時給10円とする。 

 

（通勤手当） 

第３5条　通勤手当については、正職員給与規程第17条（通勤手当）の規定を準用する。 

 

（割増手当） 

第３6条　割増手当については、正職員給与規程第20条（割増手当）の規定を準用する。 

 

（夜勤手当） 

第３7条　夜勤手当については、正職員給与規程第21条（夜勤手当）の規定を準用する。 

 

（処遇改善手当） 
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第３8条　福祉・介護職員等処遇改善加算にかかる手当については処遇改善手当として次のとおり支給

する。 

　 

 

 

区分 対象職員 時給 

A-2 

【勤続年数20年以上の以下の職員】 

　管理監督者、役職者のうち、介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉

士、公認心理師、看護師、准看護師、管理栄養士の何れかの資格を有す

るもの。 

460円 

A-1 

【勤続年数20年未満の以下の職員】 

　管理監督者、役職者のうち、介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉

士、公認心理師、看護師、准看護師、管理栄養士の何れかの資格を有す

るもの。 

400円 

B-2 

【勤続年数10年以上の区分Aに該当しない以下の職員】 

　福祉・介護職員（生活支援員、世話人）、看護職員、栄養士、サービス管

理責任者、管理者、副施設長、施設長の職種うち、介護福祉士、社会福

祉士、精神保健福祉士、公認心理師、保健師、看護師、准看護師、管理

栄養士の何れかの資格を有するもの。 

340円 

B-1 

【区分A、B-2に該当しない以下の職員】 

　福祉・介護職員（生活支援員、世話人）、看護職員、栄養士、サービス管

理責任者、管理者、副施設長、施設長の職種 

290円 

C-2 
【勤続年数10年以上の以下の職員】 

　区分A、Bに該当しない職種。 
230円 

B-1 
【勤続年数10年未満の以下の職員】 

　区分A、Bに該当しない職種。 
170円 

　　　※区分内における兼務については重複支給しない。 

　　　※兼務等により対象者区分が跨る際は、按分して支給する。 

　　　※上記勤続年数の基準日は6月とする。　　 

　 

２　前項に定める手当については、期中に加算金が増減した場合には、年度末に額を増減して支給す

る。また、制度が終了すると同時に廃止するものとする。 

 

（調整手当） 

第３9条　調整手当については、正職員給与規程第25条（調整手当）の規定を準用する。 

 

（賞与） 

第40条　賞与については、正職員給与規程第26条（賞与）の規定を準用する。 
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（昇給） 

第41条　俸給を受けるに至った時から、12月を下らない期間を良好な成績で勤務した時は、人事評価

に基づき昇給させることができる。 

２　昇給は、別に定める「人事評価規程」により勤務成績、技能、功績その他の事項を考慮し、予算の範

囲内で行うこととする。ただし、定期昇給は世間一般の動向および消費者物価の動向を勘案して決定

する。 

３ 前項の規程にかかわらず、特に昇給させることを適当と認めた者については、特別に昇給を行なうこ

とができる。 

４ 昇給の時期は、原則として4月1日とする。 

 

（退職金） 

第４2条　常勤嘱託職員の退職金については、正職員給与規程第5章（退職金）の規定を準用する。 

２　パートタイム職員の退職金については、支給しない。 

 

（出張旅費） 

第４3条　出張旅費については、正職員就業規則第41条（出張旅費）の規定を準用する。 

 

 

第７章 定年、退職、雇止め及び解雇 

 

（定年） 

第４4条　定年については、正職員就業規第42条（定年）の規定を準用する。 

 

（無期転換者の定年） 

第４5条　第44条（無期労働契約への転換）1項の規定により無期労働契約へ変更した常勤嘱託・パート

タイム職員の定年は次のとおりとする。 

　① 転換日において満60歳以上65歳未満のとき　満65歳の誕生日が属する年度末 

　② 転換日において満65歳以上のとき　　　　　定年を設けない 

 

（退職） 

第４6条 常勤嘱託・パートタイム職員が次のいずれかに該当するときは、退職とする。 

① 労働契約に期間の定めがあり、かつ、労働条件通知書にその契約の更新がない旨あらかじめ示さ

れている場合は、その期間が満了したとき 

② 本人の都合により退職を申し出て法人が認めた時、又は退職の申し出をしてから14日を経過した

とき 

③ 本人が死亡したとき 

２ 常勤嘱託・パートタイム職員が、退職の場合において、使用期間、業務の種類、その事業における地

位、給与又は退職の事由（退職の事由が解雇の場合はその理由を含む。）について証明書を請求し

た場合は、遅滞なくこれを交付する。 

 

（雇止め） 

第４7条 労働契約に期間の定めがあり、労働条件通知書にその契約を更新する場合がある旨をあらか

じめ明示していた常勤嘱託・パートタイム職員の労働契約を更新しない場合には、少なくとも契約が

満了する日の30日前までに予告する。 

２ 前項の場合において、当該常勤嘱託・パートタイム職員が、雇止めの予告後に雇止めの理由について
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証明書を請求した場合には、遅滞なくこれを交付する。雇止めの後においても同様とする。 

 

 

（解雇） 

第４8条　解雇については、正職員就業規則第44条（解雇）の規定を準用する。 

 

 

第８章 安全衛生及び災害補償 

 

（遵守事項） 

第４9条 遵守事項については、正職員就業規則第48条（遵守事項）の規定を準用する。 

 

（健康診断） 

第50条 健康診断については、正職員就業規則第49条（健康診断）の規定を準用する。 

 

（病者等に対する就業禁止等） 

第51条　病者等に対する就業禁止等については、正職員就業規則第50条（病者等に対する就業禁止

等）の規定を準用する。 

 

（安全衛生教育） 

第５2条　安全衛生教育については、正職員就業規則第51条（安全衛生教育）の規定を準用する。 

 

（災害補償） 

第５3条　災害補償については、正職員就業規則第52条（災害補償）の規定を準用する。 

 

 

第９章　職業訓練 

 

（教育訓練） 

第５4条　教育訓練については、正職員就業規則第53条（教育訓練）の規定を準用する。 

 

 

第１０章 正職員への転換 

 

（正職員への転換） 

第５5条　1年以上勤続し、正職員への転換を希望する常勤嘱託・パートタイム職員については、次の要

件を満たす場合、正職員として採用し、労働契約を締結するものとする。 

① 1日8時間、1週40時間の勤務ができること 

② 所属長の推薦があること 

③ 面接試験に合格したこと 

２ 前項の場合において、法人は当該常勤嘱託・パートタイム職員に対して必要な教育訓練を行う。 

３ 年次有給休暇の付与日数の算定及び退職金の算定において、常勤嘱託・パートタイム職員としての

勤続年数は通算。 

４ 転換時期は毎年4月1日とする。 
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第１１章 無期労働契約への転換 

 

（無期労働契約への転換） 

第５6条　期間の定めのある労働契約で雇用する常勤嘱託・パートタイム職員のうち、通算契約期間が５

年を超える者は、別に定める様式で申し込むことにより、現在締結している有期労働契約の契約期間

の末日の翌日から、期間の定めのない労働契約での雇用に転換することができる。 

２ 前項の通算契約期間は、平成25年4月1日以降に開始する有期労働契約の契約期間を通算するも

のとし、現在締結している有期労働契約については、その末日までの期間とする。ただし、労働契約

が締結されていない期間が連続して６ヶ月以上ある社員については、それ以前の契約期間は通算契

約期間に含めない。 

３ この規則に定める労働条件は、第１項の規定により期間の定めのない労働契約での雇用に転換した

後も引き続き適用する。 

 

 

第１２章 福利厚生等 

（福利厚生） 

第５7条　法人は、常勤嘱託・パートタイム職員であるという理由だけで正職員との 

差別的待遇はしない。 

２　食堂・ロッカー・休憩場所等の設備がある場合、常勤嘱託・パートタイム職員は正職員と同様に利用

できることとする。 

 

（社会保険の加入） 

第５8条　法人は、常勤嘱託・パートタイム職員について、労働保険、社会保険など、常態として法令に定

められた基準に達したときは加入の手続をとる。 

 

（慶弔） 

第５9条　慶弔については、正職員就業規則第54条（慶弔）の規定を準用する。 

 

 

第１３章 表彰及び懲戒 

 

（表彰） 

第60条　表彰については、正職員就業規則第55条（表彰）の規定を準用する。 

 

（懲戒の手続き） 

第61条　懲戒の手続きについては、正職員就業規則第56条（懲戒の手続き）の規定を準用する。 

 

（懲戒の種類） 

第６2条　懲戒の種類については、正職員就業規則第57条（懲戒の種類）の規定を準用する。 

 

（懲戒の事由） 

第６3条　懲戒の事由については、正職員就業規則第58条（懲戒の事由）の規定を準用する。 
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附　則 

 

１、本規程は、令和　５年　６月　１日より実施する。 

２、本規定の実施により、以前の「常勤嘱託職員、常勤を要しない職員及び臨時職員の身分取扱に関す

る規程」は廃止する。 

 

附　則 

 

1、​ 令和　６年　６月　１日、一部条文の変更、施行。 

2、​ 令和　６年１１月　１日、一部条文の変更、施行。 

3、​ 令和　７年　６月　１日、一部条文の変更、施行。 

4、​ 令和　７年１０月　１日、一部条文の変更、施行。 

5、​ 令和　８年　６月　１日、一部条文の変更、施行。 
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常勤嘱託職員・パートタイム職員就業規則　別表１

社会福祉法人ゆめさき会　常勤嘱託職員・パートタイム職員給与表 （単位：円）

1等級 2等級 3等級
号棒 ピッチ額 3 ピッチ額 4 ピッチ額 5

1) 1,000) 1,050) 1,120)
2) 1,003) 1,054) 1,125)
3) 1,006) 1,058) 1,130)
4) 1,009) 1,062) 1,135)
5) 1,012) 1,066) 1,140)
6) 1,015) 1,070) 1,145)
7) 1,018) 1,074) 1,150)
8) 1,021) 1,078) 1,155)
9) 1,024) 1,082) 1,160)
10) 1,027) 1,086) 1,165)
11) 1,030) 1,090) 1,170)
12) 1,033) 1,094) 1,175)
13) 1,036) 1,098) 1,180)
14) 1,039) 1,102) 1,185)
15) 1,042) 1,106) 1,190)
16) 1,045) 1,110) 1,195)
17) 1,048) 1,114) 1,200)
18) 1,051) 1,118) 1,205)
19) 1,054) 1,122) 1,210)
20) 1,057) 1,126) 1,215)
21) 1,060) 1,130) 1,220)
22) 1,063) 1,134) 1,225)
23) 1,066) 1,138) 1,230)
24) 1,069) 1,142) 1,235)
25) 1,072) 1,146) 1,240)
26) 1,075) 1,150) 1,245)
27) 1,078) 1,154) 1,250)
28) 1,081) 1,158) 1,255)
29) 1,084) 1,162) 1,260)
30) 1,087) 1,166) 1,265)
31) 1,090) 1,170) 1,270)
32) 1,093) 1,174) 1,275)
33) 1,096) 1,178) 1,280)
34) 1,099) 1,182) 1,285)
35) 1,102) 1,186) 1,290)
36) 1,105) 1,190) 1,295)
37) 1,108) 1,194) 1,300)
38) 1,111) 1,198) 1,305)
39) 1,114) 1,202) 1,310)
40) 1,117) 1,206) 1,315)
41) 1,120) 1,210) 1,320)
42) 1,123) 1,214) 1,325)
43) 1,126) 1,218) 1,330)
44) 1,129) 1,222) 1,335)
45) 1,132) 1,226) 1,340)
46) 1,135) 1,230) 1,345)
47) 1,138) 1,234) 1,350)
48) 1,141) 1,238) 1,355)
49) 1,144) 1,242) 1,360)
50) 1,147) 1,246) 1,365)
51) 1,150) 1,250) 1,370)
52) 1,153) 1,254) 1,375)



53) 1,156) 1,258) 1,380)
54) 1,159) 1,262) 1,385)
55) 1,162) 1,266) 1,390)
56) 1,165) 1,270) 1,395)
57) 1,168) 1,274) 1,400)
58) 1,171) 1,278) 1,405)
59) 1,174) 1,282) 1,410)
60) 1,177) 1,286) 1,415)
61) 1,180) 1,290) 1,420)
62) 1,183) 1,294) 1,425)
63) 1,186) 1,298) 1,430)
64) 1,189) 1,302) 1,435)
65) 1,192) 1,306) 1,440)
66) 1,195) 1,310) 1,445)
67) 1,198) 1,314) 1,450)
68) 1,201) 1,318) 1,455)
69) 1,204) 1,322) 1,460)
70) 1,207) 1,326) 1,465)
71) 1,210) 1,330) 1,470)
72) 1,213) 1,334) 1,475)
73) 1,216) 1,338) 1,480)
74) 1,219) 1,342) 1,485)
75) 1,222) 1,346) 1,490)
76) 1,225) 1,350) 1,495)
77) 1,228) 1,354) 1,500)
78) 1,231) 1,358) 1,505)
79) 1,234) 1,362) 1,510)
80) 1,237) 1,366) 1,515)
81) 1,240) 1,370) 1,520)
82) 1,243) 1,374) 1,525)
83) 1,246) 1,378) 1,530)
84) 1,249) 1,382) 1,535)
85) 1,252) 1,386) 1,540)
86) 1,255) 1,390) 1,545)
87) 1,258) 1,394) 1,550)
88) 1,261) 1,398) 1,555)
89) 1,264) 1,402) 1,560)
90) 1,267) 1,406) 1,565)
91) 1,270) 1,410) 1,570)
92) 1,273) 1,414) 1,575)
93) 1,276) 1,418) 1,580)
94) 1,279) 1,422) 1,585)
95) 1,282) 1,426) 1,590)
96) 1,285) 1,430) 1,595)
97) 1,288) 1,434) 1,600)
98) 1,291) 1,438) 1,605)
99) 1,294) 1,442) 1,610)
100) 1,297) 1,446) 1,615)


